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統計マップの対象等 

 

 本表の対象は、サービス分野（日本標準産業分類（平成 14年３月改定）「Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業」～「Ｑ サ
ービス業（他に分類されないもの）」）を調査対象に含み、平成 20年 1月 31日現在で継続して実施している統計調査（指定
統計調査、承認統計調査及び届出統計調査）であり、本表はそれぞれの統計調査を所管している各府省等からの回答に基づ

き作成されている。 
本表の凡例は次のとおりである。 

 
符 号 内   容 
○ 当該調査項目が、当該分類に含まれるすべての産業を調査対象

としている場合 
△ 当該調査項目が、当該分類に含まれる産業を調査対象としてい

る場合 
 
なお、本表における「従業者数（総括）」には、「総従業者数」、「雇用者数」又は「常用雇用者数」を把握しているものが

該当、「給与（総括）」には、「給与総額」又は「現金給与総額」を把握しているものが該当する。 
また、本表は、調査対象としている産業分類の単位をもとにして作成しており、例えば、大分類単位で調査対象を定めて

いる場合は大分類のみに符号を付し、その調査については、中分類及び小分類には符号を付していない。 
地域表章については、必ずしもその産業分類で結果表章しているものではない。（調査事項の一部でも地域表章をしてい

る場合に、符号を付している。） 
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大 G 電気・ガス・熱供給・水道 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
民間企業の研究活動に関する調
査

文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3  ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関
する取組や意識についての

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

就業形態の多様化に関する総合
実態調査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11 ○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

○ 厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19 ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

技術革新と労働に関する実態調
査

厚生労働省 5年 ○厚21
○厚8

○ ○ ○ ○ ○厚22

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 G 電気・ガス・熱供給・水道
業

外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 G 電気・ガス・熱供給・水道 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
大 G 電気・ガス・熱供給・水道

業
知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経

89
○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88

経94
大 G 電気・ガス・熱供給・水道 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 33 電気業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日7 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 33 電気業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 33 電気業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 33 電気業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 33 電気業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 331 電気業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 331 電気業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 331 電気業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65

○経66
小 331 電気業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

中 34 ガス業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日7 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 34 ガス業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5

1
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中 34 ガス業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 34 ガス業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 34 ガス業 ガス事業生産動態統計調査 経済産業省 月 ○経62 ○経63 ○
中 34 ガス業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 341 ガス業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 341 ガス業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 341 ガス業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65

○経66
小 341 ガス業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

中 35 熱供給業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日7 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 35 熱供給業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 35 熱供給業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 35 熱供給業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 351 熱供給業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65

○経66
中 36 水道業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 36 水道業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 361 上水道業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
小 361 上水道業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 363 下水道業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 H 情報通信業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 H 情報通信業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 H 情報通信業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 H 情報通信業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 H 情報通信業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

大 H 情報通信業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
大 H 情報通信業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 H 情報通信業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 H 情報通信業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 H 情報通信業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
大 H 情報通信業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 H 情報通信業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 H 情報通信業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 H 情報通信業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財６

大 H 情報通信業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている

大 H 情報通信業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 H 情報通信業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 H 情報通信業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 H 情報通信業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 H 情報通信業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 H 情報通信業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 H 情報通信業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 H 情報通信業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 H 情報通信業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 H 情報通信業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 H 情報通信業 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 H 情報通信業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 H 情報通信業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 H 情報通信業 技術革新と労働に関する実態調

査
厚生労働省 5年 ○厚21

○厚8
○ ○ ○ ○ ○厚22

大 H 情報通信業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 H 情報通信業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 H 情報通信業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 H 情報通信業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 H 情報通信業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 H 情報通信業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 H 情報通信業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 H 情報通信業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

2
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大 H 情報通信業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 H 情報通信業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○
経
10

○
経
10

大 H 情報通信業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 H 情報通信業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 37 通信業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 37 通信業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 37 通信業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 37 通信業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

中 37 通信業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
中 37 通信業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 371 信書送達業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 371 信書送達業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

中 37 通信業 通信産業動態調査 総務省 月 △ △ △ △ △ △
中 37 通信業 通信産業基本調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △総14 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
小 372 固定電気通信業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 372 固定電気通信業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

小 372 固定電気通信業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 372 固定電気通信業 生産・出荷集中度調 公正取引委

員会
2年 △

小 373 移動電気通信業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 373 移動電気通信業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

小 373 移動電気通信業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 373 移動電気通信業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

小 374 電気通信に附帯するサー
ビス業

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 38 放送業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 38 放送業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 38 放送業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 38 放送業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 38 放送業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
中 38 放送業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 381 公共放送業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 38 放送業 通信産業基本調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △総14 △ △ △ △ △ △ △ △ △
中 38 放送業 通信産業動態調査 総務省 月 △ △ △ △ △ △
小 382 民間放送業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 383 有線放送業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

中 39 情報サービス業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 39 情報サービス業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 39 情報サービス業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 39 情報サービス業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 39 情報サービス業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 39 情報サービス業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 39 情報サービス業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 39 情報サービス業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 39 情報サービス業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
小 391 ソフトウェア業 特定サービス産業実態調査（平

成19年）
経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 391 ソフトウェア業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○ ○経39
○経37

○ ○経40 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

小 391 ソフトウエア業 商業・サービス業設備投資動向
調査

経済産業省 半年 ○経36
○経67

○ ○ ○ ○経68 ○ ○経70 ○ ○経71

小 391 ソフトウエア業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

２年 △

小 392 情報処理・提供サービス
業

特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 392 情報処理・提供サービス
業

特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 ○ ○ ○ ○経39
○経37

○ ○経40 売上高見通しについては、
３、６、９、12月のみ調査

小 392 情報処理・提供サービス
業

経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 情報処理サービス業のみ対
象

小 392 情報処理・提供サービス
業

商業・サービス業設備投資動向
調査

経済産業省 半年 ○経36
○経67

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 40 インターネット附随サービ 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 40 インターネット附随サービ

ス業
水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 40 インターネット附随サービ

ス業
中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 40 インターネット附随サービ 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 40 インターネット附随サービ エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 40 インターネット附随サービ 通信産業基本調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △総14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △
小 401 インターネット附随サービ

ス業
生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △
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中 41 映像・音声・文字情報制 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 41 映像・音声・文字情報制

作業
産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5

中 41 映像・音声・文字情報制
作業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 41 映像・音声・文字情報制
作業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 41 映像・音声・文字情報制
作業

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 41 映像・音声・文字情報制
作業

情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○

中 41 映像・音声・文字情報制
作業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 411 映像情報制作・配給業 放送番組制作業実態調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
小 411 映像情報制作・配給業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 411 映画情報制作・配給業 特定サービス産業実態調査（平

成19年）
経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○経11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経35

小 411 映像情報制作・配給業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57
小 411 映像情報制作・配給業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 412 音声情報制作業 放送番組制作業実態調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
小 413 新聞業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 413 新聞業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 413 新聞業 最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○

小 413 新聞業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
小 413 新聞業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

小 414 出版業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲
調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 414 出版業 最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○

小 414 出版業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
小 415 映像・音声・文字情報に付

帯するサービス業
生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 415 映像・音声・文字情報に付
帯するサービス業

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

大 I 運輸業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日7 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
大 I 運輸業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
大 I 運輸業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 I 運輸業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 I 運輸業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 I 運輸業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 I 運輸業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

大 I 運輸業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関
する取組や意識についての

大 I 運輸業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 I 運輸業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 I 運輸業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 I 運輸業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
大 I 運輸業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 I 運輸業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 I 運輸業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 I 運輸業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財６

大 I 運輸業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 I 運輸業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 I 運輸業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 I 運輸業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 I 運輸業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 I 運輸業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 I 運輸業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 I 運輸業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 I 運輸業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 I 運輸業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 I 運輸業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 I 運輸業 賃金引上げ等の実態に関する調 厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15
大 I 運輸業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎

調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 I 運輸業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 I 運輸業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

大 I 運輸業 技術革新と労働に関する実態調
査

厚生労働省 5年 ○厚21
○厚8

○ ○ ○ ○ ○厚22

大 I 運輸業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4
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大 I 運輸業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 I 運輸業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 I 運輸業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 I 運輸業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 I 運輸業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 I 運輸業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 I 運輸業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 I 運輸業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 I 運輸業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
大 I 運輸業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経

89
○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88

経94
大 I 運輸業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 42 鉄道業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 42 鉄道業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 42 鉄道業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 421 鉄道業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 421 鉄道業 鉄道輸送統計調査 国土交通省 月 ○国21 ○

国
51

小 421 鉄道業 大都市交通センサス 国土交通省 5年 ○国26 ○
国
52

小 421 鉄道業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

中 43 道路旅客運送業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 43 道路旅客運送業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 43 道路旅客運送業 自動車輸送統計調査 国土交通省 月 ○国22 ○
国
53

△

中 43 道路旅客運送業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 43 道路旅客運送業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 431 一般乗合旅客自動車運送
業

賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 431 一般乗合旅客自動車運送
業

公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○

小 431 一般乗合旅客自動車運送
業

大都市交通センサス 国土交通省 5年 ○国26 ○
国
52

小 432 一般乗用旅客自動車運送
業

公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○

小 432 一般乗用旅客自動車運送
業

中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経2

中 44 道路貨物運送業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 44 道路貨物運送業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○国3 ○ ○
中 44 道路貨物運送業 京阪神都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○(国

4）
○ ○ ○国3 ○ ○ 京都市・大阪市・神戸市とそ

の周辺約159市町村からなる
京阪神都市圏内に立地する
事業所について、サンプル
調査により把握

中 44 道路貨物運送業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ― 名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 44 道路貨物運送業 自動車輸送統計調査 国土交通省 月 ○国23 ○
国
53

中 44 道路貨物運送業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 44 道路貨物運送業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 441 一般貨物自動車運送業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 441 一般貨物自動車運送業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 441 一般貨物自動車運送業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経2
小 442 特定貨物自動車運送業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 442 特定貨物自動車運送業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 443 貨物軽自動車運送業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
小 444 集配利用運送業 公益事業等水害統計調査 国土交通省 年 ○国7 ○ ○
中 45 水運業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 45 水運業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○国3 ○ ○
中 45 水運業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 45 水運業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

5
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小 451 外航海運業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 451 外航海運業 船員労働統計調査 国土交通省 年 ○ ○国15 ○ ○ ○ ○国17 ○ ○ ○国18 船員についての調査
小 451 外航海運業 船員異動状況調査 国土交通省 年 ○国12 △ △ 船員についての調査
小 451 外航海運業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

小 452 沿海海運業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 452 沿海海運業 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

小 452 沿海海運業 船員労働統計調査 国土交通省 年 ○ ○国15 ○ ○ ○ ○国17 ○ ○ ○国18 船員についての調査
小 452 沿海海運業 内航船舶輸送統計調査 国土交通省 月,年 ○国19 ○
小 452 沿海海運業 船員異動状況調査 国土交通省 年 ○国12 △ △ 船員についての調査
小 452 沿海海運業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 ○

小 453 内陸水運業 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

小 453 内陸水運業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 ○

中 46 航空運輸業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 46 航空運輸業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○国3 ○ ○
中 46 航空運輸業 航空輸送統計調査 国土交通省 月 ○国19、

○国20
○空港
別

中 46 航空運輸業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 461 航空運送業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 461 航空運送業 航空貨物流動実態調査 国土交通省 2年 ○国38 ○
小 461 航空運送業 国際航空貨物動態調査 国土交通省 2年 ○国39 ○国50
小 461 航空運送業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

中 47 倉庫業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 47 倉庫業 港湾運送事業雇用実態調査 厚生労働省 ５年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚60 港湾労働法施行令第2条の
行為に限る。

中 47 倉庫業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○国3 ○ ○
中 47 倉庫業 京阪神都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国4 ○ ○ ○国3 ○ ○ 京都市・大阪市・神戸市とそ

の周辺約159市町村からなる
京阪神都市圏内に立地する
事業所について、サンプル
調査により把握

中 47 倉庫業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 47 倉庫業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ ○国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○
国
53

○

中 47 倉庫業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経3
中 47 倉庫業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 47 倉庫業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 471 倉庫業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 472 冷蔵倉庫業 水産物流通調査 農林水産省 月 ○農13 ○
中 48 運輸に附帯するサービス

業
水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 48 運輸に附帯するサービス

業
東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○国3 ○ ○

中 48 運輸に附帯するサービス
業

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ― 名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 48 運輸に附帯するサービス エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 48 運輸に附帯するサービス

業
中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 481 港湾運送業 港湾運送事業雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚60 港湾労働法施行令第2条の
行為に限る

小 481 港湾運送業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 481 港湾運送業 船員労働統計調査 国土交通省 年 ○ ○国16 △ △ ○国17 △ ○国18 船員についての調査
小 481 港湾運送業 船員異動状況調査 国土交通省 年 ○国12 △ △ 船員についての調査
小 482 貨物運送取扱業 航空輸送統計調査 国土交通省 月 ○国19、

○国20
小 482 貨物運送取扱業 航空貨物流動実態調査 国土交通省 2年 ○国38
小 483 運送代理店 航空貨物流動実態調査 国土交通省 2年 ○国38
小 483 運送代理店 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 489 その他の運輸に附帯する
サービス業

港湾運送事業雇用実態調査 厚生労働省 ５年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚60 港湾労働法施行令第2条の
行為に限る

小 489 その他の運輸に附帯する
サービス業

船員労働統計調査 国土交通省 年 ○ ○国16 △ △ ○国17 △ ○国18 船員についての調査

小 489 その他の運輸に附帯する
サービス業

船員異動状況調査 国土交通省 年 ○国12 △ △ 船員についての調査

小 489 その他の運輸に附帯する
サービス業

生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 489 その他の運輸に付帯する
サービス業

全国輸出入コンテナ流動調査 国土交通省 5年 ○国37 通関業が対象

大 J 卸売・小売業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 J 卸売・小売業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 J 卸売・小売業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 J 卸売・小売業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 J 卸売・小売業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

大 J 卸売・小売業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
大 J 卸売・小売業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 J 卸売・小売業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○

6
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大 J 卸売・小売業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 J 卸売・小売業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 J 卸売・小売業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○

総
11

大 J 卸売・小売業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

大 J 卸売・小売業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2 ○
大 J 卸売・小売業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 J 卸売・小売業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 J 卸売・小売業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

大 J 卸売・小売業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 J 卸売・小売業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 J 卸売・小売業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 J 卸売・小売業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 J 卸売・小売業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 J 卸売・小売業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 J 卸売・小売業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 J 卸売・小売業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 J 卸売・小売業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 J 卸売・小売業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 J 卸売・小売業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 J 卸売・小売業 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 J 卸売・小売業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 J 卸売・小売業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 J 卸売・小売業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

大 J 卸売・小売業 技術革新と労働に関する実態調
査

厚生労働省 5年 ○厚21
○厚8

○ ○ ○ ○ ○厚22

大 J 卸売・小売業 最低賃金に関する実態調査（賃
金改定状況調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○厚31 ○厚59

大 J 卸売・小売業 最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○

大 J 卸売・小売業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 J 卸売・小売業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 J 卸売・小売業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 J 卸売・小売業 京阪神都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国4 ○ ○ ○国3 ○ ○ 京都市・大阪市・神戸市とそ
の周辺約159市町村からなる
京阪神都市圏内に立地する
事業所について、サンプル
調査により把握

大 J 卸売・小売業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 J 卸売・小売業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 J 卸売・小売業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 J 卸売・小売業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 J 卸売・小売業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 J 卸売・小売業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経4
大 J 卸売・小売業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
大 J 卸売・小売業 商業統計調査 経済産業省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経59 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経60 ○ ○ ○ ○ ○

経
10

○
経
10

○経
104

大 J 卸売・小売業 商業動態統計調査 経済産業省 月 ○
（大型
小売店
のみ）

○経61 ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
10
2

○
経
10
1

大 J 卸売・小売業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 J 卸売・小売業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 J 卸売・小売業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
大 J 卸売・小売業 容器包装利用・製造等実態調査 経済産業省 年 ○

経
84

○ ○
経
85

○経86 ○経87
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大 J 卸売・小売業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○
経
10
6

○
経
10
7大 J 卸売・小売業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経

89
○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88

経94

大 J 卸売・小売業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 49 各種商品卸売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 49 各種商品卸売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 49 各種商品卸売業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 49 各種商品卸売業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 49 各種商品卸売業 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○農6
中 49 各種商品卸売業 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 49 各種商品卸売業 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 49 各種商品卸売業 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
中 49 各種商品卸売業 食品循環資源の再生利用等実態

調査
農林水産省 年 ○ ○ ○農16

中 49 各種商品卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 49 各種商品卸売業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ ○国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○

国
53

○

中 49 各種商品卸売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 491 各種商品卸売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
中 50 繊維・衣服等卸売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 50 繊維・衣服等卸売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 50 繊維・衣服等卸売業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 50 繊維・衣服等卸売業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 50 繊維・衣服等卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 50 繊維・衣服等卸売業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ 国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○

国
53

○

中 50 繊維・衣服等卸売業 繊維流通統計調査 経済産業省 月 △経63
中 50 繊維・衣服等卸売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 501 繊維品卸売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
小 501 繊維品卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 502 衣服・身の回り品卸売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
小 502 衣服・身の回り品卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 51 飲食料品卸売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 51 飲食料品卸売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 51 飲食料品卸売業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 51 飲食料品卸売業 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○農6
中 51 飲食料品卸売業 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 51 飲食料品卸売業 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 51 飲食料品卸売業 食品流通段階別価格形成調査 農林水産省 年 △ △農7 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △農8,△

農5,△農
29

中 51 飲食料品卸売業 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

中 51 飲食料品卸売業 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
中 51 飲食料品卸売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
中 51 飲食料品卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 51 飲食料品卸売業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ 国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○

国
53

○

中 51 飲食料品卸売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 511 農畜産物・水産物卸売業 青果物卸売市場調査 農林水産省 日,月 △ ○農9
小 511 農畜産物・水産物卸売業 畜産物流通統計調査 農林水産省 日,月 △ ○農9、

○農10
△

小 511 農畜産物・水産物卸売業 水産物流通調査 農林水産省 月、年 △ ○農12、
○農9

小 511 農畜産物・水産物卸売業 漁業センサス 農林水産省 5年 △ △ △ △ △ △
農
31

△ 水産物卸売業者

小 511 農畜産物・水産物卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 512 食料・飲料卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
査

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ 国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○
国
53

○

中 52 建築材料，鉱物・金属材
料等卸売業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 521 建築材料卸売業 木材流通調査 農林水産省 月 ○農4 △
小 521 建築材料卸売業 木材流通調査 農林水産省 5年 △ ○農5
小 521 建築材料卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71
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小 522 化学製品卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 523 鉱物・金属材料卸売業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 523 鉱物・金属材料卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 524 再生資源卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 53 機械器具卸売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 53 機械器具卸売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 53 機械器具卸売業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 53 機械器具卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 53 機械器具卸売業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ 国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○

国
53

○

中 53 機械器具卸売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 531 一般機械器具卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 532 自動車卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 533 電気機械器具卸売業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 533 電気機械器具卸売業 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 539 その他の機械器具卸売業 医薬品・医療機器産業実態調査 厚生労働省 年 △ △ △ △ △ △厚23 △ △ △ △ △厚25 医療機器卸売業
小 539 その他の機械器具卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 54 その他の卸売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日9 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 54 その他の卸売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 54 その他の卸売業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 54 その他の卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 54 その他の卸売業 全国貨物純流動調査 国土交通省 5年 ○ 国2 ○ ○ ○国42 ○国43 ○

国
53

○

中 54 その他の卸売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 541 家具・建具・じゅう器等卸

売業
商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 542 医薬品・化粧品等卸売業 医薬品・医療機器産業実態調査 厚生労働省 年 △ △ △ △厚23 △ △ △ △ △厚24 医薬品卸売業
小 542 医薬品・化粧品等卸売業 医薬品価格調査 厚生労働省 2年 ○厚26
小 542 医薬品・化粧品等卸売業 歯科用薬剤価格調査 厚生労働省 2年 ○厚27
小 542 医薬品・化粧品等卸売業 特定保険医療材料価格調査 厚生労働省 2年 ○厚28
小 542 医薬品・化粧品等卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 549 他に分類されない卸売業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 549 他に分類されない卸売業 花き卸売市場調査 農林水産省 月 △ ○農9 △
小 549 他に分類されない卸売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経73
○経74

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 549 他に分類されない卸売業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

中 55 各種商品小売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 55 各種商品小売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 55 各種商品小売業 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○農6
中 55 各種商品小売業 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 55 各種商品小売業 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 55 各種商品小売業 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
中 55 各種商品小売業 食品流通段階別価格形成調査 農林水産省 年 ○ ○農7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○農10
中 55 各種商品小売業 食品循環資源の再生利用等実態

調査
農林水産省 年 ○ ○ ○農16

中 55 各種商品卸売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 55 各種商品小売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 55 各種商品小売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 551 百貨店・総合スーパー 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 551 百貨店・総合スーパー 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
小 559 その他の各種商品小売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
中 56 繊維・衣服・身の回り品小

売業
全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調

査
中 56 織物・衣服・身の回り品小

売業
水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 56 織物・衣服・身の回り品卸

売業
東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
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統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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額
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与
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当

福
利
厚
生
費

そ
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他

労
働
日
数
・
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暇
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度
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度
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間
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他
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固
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額
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金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
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売
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営
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費
用
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ー
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料
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の
他

各
種
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備
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備
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額

そ
の
他
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商
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引

そ
の
他

ブ
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ッ
ク
別

都
道
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県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

中 56 織物・衣服・身の回り品小
売業

商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 56 織物・衣服・身の回り品卸
売業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

中 57 飲食料品小売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 57 飲食料品小売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 57 飲食料品小売業 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○農6
中 57 飲食料品小売業 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
中 57 飲食料品小売業 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 △ △ △ △農6 酒小売業除く
中 57 飲食料品小売業 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
中 57 飲食料品小売業 食品流通段階別価格形成調査 農林水産省 年 △ △農7 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △農8,△

農5,△農
29

中 57 飲食料品小売業 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

中 57 飲食料品小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 57 飲食料品小売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 57 飲食料品小売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 571 各種食料品小売業 生鮮食料品価格・販売動向調査 農林水産省 月 ○ ○農18
小 571 各種食料品小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 573 食肉小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 574 鮮魚小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 575 野菜・果実小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 576 菓子・パン小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 577 米穀類小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 579 その他の飲食料品小売業 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 579 その他の飲食料品小売業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

中 58 自動車・自転車小売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 58 自動車・自転車小売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 58 自動車・自転車小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 58 自動車・自転車小売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 58 自動車・自転車小売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 581 自動車小売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
中 59 家具・じゅう器・機械器具

小売業
全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調

査
中 59 家具・じゅう器・機械器具

小売業
水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 59 家具・じゅう器・機械器具

小売業
東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 59 家具・じゅう器・機械器具
小売業

商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 59 家具・じゅう器・機械器具
小売業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 592 機械器具小売業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 電気機械器具小売業のみ対
象

小 599 その他のじゅう器小売業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

中 60 その他の小売業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 60 その他の小売業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 60 その他の小売業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経72
○経75
○経76
○経77

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

中 60 その他の小売業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 601 医薬品・化粧品小売業 医薬品価格調査 厚生労働省 2年 ○厚26
小 601 医薬品・化粧品小売業 医療経済実態調査 厚生労働省 2年 △ △ △ △厚38 △厚40 △厚43 △ △ △ △ △ △厚47 △ △厚51 △厚52、

△厚53
△厚62 調剤薬局のみ対象

小 601 医薬品・化粧品小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 602 農耕用品小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 603 燃料小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 604 書籍・文房具小売業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 604 書籍・文房具小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 605 楽器小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 605 がん具・娯楽用品小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 605 スポーツ用品小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 607 時計・眼鏡・光学機械小

売業
東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 609 他に分類されない小売業 たばこ小売販売業経営実態調査 財務省 一回限り
(おおむ
ね5年)

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○財3

小 609 他に分類されない小売業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
大 K 金融・保険業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 K 金融・保険業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 K 金融・保険業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 K 金融・保険業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○
大 K 金融・保険業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 K 金融・保険業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
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大 K 金融・保険業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 K 金融・保険業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 K 金融・保険業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体

となって行っている。
大 K 金融・保険業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○

厚
57

○

大 K 金融・保険業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 K 金融・保険業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 K 金融・保険業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 K 金融・保険業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 K 金融・保険業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 K 金融・保険業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 K 金融・保険業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 K 金融・保険業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 K 金融・保険業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 K 金融・保険業 賃金引上げ等の実態に関する調 厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15
大 K 金融・保険業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎

調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 K 金融・保険業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 K 金融・保険業 技術革新と労働に関する実態調

査
厚生労働省 5年 ○厚21

○厚8
○ ○ ○ ○ ○厚22

大 K 金融・保険業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 K 金融・保険業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 K 金融・保険業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 K 金融・保険業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 K 金融・保険業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 K 金融・保険業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 K 金融・保険業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 K 金融・保険業 民間住宅ローンの実態に関する
調査

国土交通省 年 ○国44 営業担当者・住宅ローン担
当者に対し、民間住宅ローン
の実態について調査

大 K 金融・保険業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 K 金融・保険業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経32 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経98 ○ ○経99 ○経100
大 K 金融・保険業 情報処理実態調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経79 ○ ○経80 ○ ○経81 ○ ○
大 K 金融・保険業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経

89
○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88

経94
大 K 金融・保険業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 61 銀行業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 61 銀行業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

中 61 銀行業 法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 61 銀行業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 61 銀行業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 61 銀行業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 612 銀行 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 612 銀行 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
中 62 協同組織金融業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 62 協同組織金融業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

中 62 協同組織金融業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 62 協同組織金融業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 62 協同組織金融業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 622 農林水産金融業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 622 農林水産金融業 農業協同組合及び同連合会一

斉調査
農林水産省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○農22 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○農23 △ △ △ ○農24 △ △

農
30

△ 調査上「農業協同組合」とし
ており、「791農林水産協同
組合」と同じ扱いで調査して

中 63 郵便貯金取扱機関，政府
関係金融機関

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 63 郵便貯金取扱機関，政府
関係金融機関

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
査

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

11
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中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9

中 64 貸金業，投資業等非預金
信用機関

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 643 クレジットカード業，割賦
金融業

経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65

小 643 クレジットカード業，割賦
金融業

経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57

小 643 クレジットカード業，割賦
金融業

特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 △ △ ○経37 △ ○経40 ・6431クレジットカード業のみ
○経40については、３、６、
９、12月のみ調査

小 643 クレジットカード業，割賦
金融業

特定サービス産業実態調査（平
成19年）

経済産業省 - ○ ○ ○ ○経13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経14

中 65 証券業，商品先物取引業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 65 証券業，商品先物取引業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

中 65 証券業，商品先物取引業 法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 65 証券業，商品先物取引業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 65 証券業，商品先物取引業 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 65 証券業，商品先物取引業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 651 証券業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 66 補助的金融業，金融附帯

業
民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4

中 66 補助的金融業，金融附帯
業

職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 66 補助的金融業，金融附帯
業

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 66 補助的金融業，金融附帯
業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 66 補助的金融業，金融附帯
業

科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9

中 66 補助的金融業，金融附帯
業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

中 67 保険業（保険媒体代理
業，保険サービス業を含

民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4

中 67 保険業（保険媒介代理
業，保険サービス業を含

職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 67 保険業（保険媒介代理
業，保険サービス業を含

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 67 保険業（保険媒介代理
業，保険サービス業を含

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 67 保険業（保険媒介代理
業，保険サービス業を含

科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9

中 67 保険業（保険媒介代理
業，保険サービス業を含

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 671 生命保険業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 671 生命保険業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 671 生命保険業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 672 損害保険業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 672 損害保険業 賃金事情等総合調査 中央労働委

員会事務局
年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー

テーションで調査
小 672 損害保険業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

大 L 不動産業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
大 L 不動産業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 L 不動産業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 L 不動産業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 L 不動産業 法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

大 L 不動産業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 L 不動産業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

大 L 不動産業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
大 L 不動産業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 L 不動産業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 L 不動産業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 L 不動産業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 L 不動産業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 L 不動産業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 L 不動産業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体

となって行っている。
大 L 不動産業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○

厚
57

○

大 L 不動産業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 L 不動産業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 L 不動産業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 L 不動産業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 L 不動産業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 L 不動産業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 L 不動産業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 L 不動産業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11
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統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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類
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類
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号
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類
名

調
査
名

実
施
機
関

調
査
周
期

組
織
の
経
営
形
態

本
店
・
支
店

開
設
時
期

営
業
日
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・
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兼
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状
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資
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出
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親
会
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そ
の
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業
者
数
（
総
括
）

総
従
業
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人
業
主

 
家
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従
業
者

 
有
給
役
員

 
雇
用
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数

　
　
常
用
雇
用
者
数

　
　
臨
時
・
日
雇
数

 
出
向
・
派
遣

 
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
与
（
総
括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー
ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

大 L 不動産業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 L 不動産業 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 L 不動産業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 L 不動産業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 L 不動産業 技術革新と労働に関する実態調

査
厚生労働省 5年 ○厚21

○厚8
○ ○ ○ ○ ○厚22

大 L 不動産業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 L 不動産業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 L 不動産業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 L 不動産業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 L 不動産業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 L 不動産業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 L 不動産業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 L 不動産業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
（
国

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 L 不動産業 不動産実態調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 費用内訳を調査
大 L 不動産業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経32 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経98 ○ ○経99 ○経100
大 L 不動産業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○経64 ○ ○ ○ ○経65
大 L 不動産業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

大 L 不動産業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 L 不動産業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 68 不動産取引業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 68 不動産取引業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 682 不動産代理業・仲介業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 69 不動産賃貸業・管理業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 69 不動産賃貸業・管理業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 69 不動産賃貸業・管理業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 693 駐車場業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 M 飲食店，宿泊業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
大 M 飲食店，宿泊業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 M 飲食店，宿泊業 民間企業の研究活動に関する調

査
文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 M 飲食店，宿泊業 企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 M 飲食店,宿泊業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 M 飲食店,宿泊業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 M 飲食店，宿泊業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 M 飲食店，宿泊業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 M 飲食店，宿泊業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 M 飲食店，宿泊業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 M 飲食店，宿泊業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 M 飲食店，宿泊業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

大 M 飲食店，宿泊業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 M 飲食店，宿泊業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 M 飲食店，宿泊業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
大 M 飲食店，宿泊業 就業形態の多様化に関する総合

実態調査
厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 M 飲食店,宿泊業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 M 飲食店,宿泊業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 M 飲食店,宿泊業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 M 飲食店,宿泊業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 M 飲食店,宿泊業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 M 飲食店，宿泊業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 M 飲食店，宿泊業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 M 飲食店，宿泊業 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 M 飲食店，宿泊業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 M 飲食店，宿泊業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
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大 M 飲食店，宿泊業 技術革新と労働に関する実態調
査

厚生労働省 5年 ○厚21
○厚8

○ ○ ○ ○ ○厚22

大 M 飲食店，宿泊業 最低賃金に関する実態調査（賃
金改定状況調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○厚31 ○厚59

大 M 飲食店，宿泊業 最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○

大 M 飲食店，宿泊業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 M 飲食店，宿泊業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 M 飲食店，宿泊業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 M 飲食店，宿泊業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 M 飲食店，宿泊業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 M 飲食店，宿泊業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 M 飲食店，宿泊業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 M 飲食店，宿泊業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
（
国

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 M 飲食店，宿泊業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 M 飲食店，宿泊業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 M 飲食店，宿泊業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○
経
10

○
経
10

大 M 飲食店，宿泊業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 M 飲食店，宿泊業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 70 一般飲食店 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 70 一般飲食店 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 70 一般飲食店 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 70 一般飲食店 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 70 一般飲食店 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 70 一般飲食店 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

中 70 一般飲食店 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
中 70 一般飲食店 農林水産関連企業設備投資動

向調査
農林水産省 年 ○ ○農19 ○ ○ ○ ○ ○農20 ○農21

中 70 一般飲食店 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経4
中 70 一般飲食店 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○経55 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経56 ○ ○ ○経57
中 70 一般飲食店 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 701 食堂，レストラン 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 体育施設調査（海の家・海水

浴場等の施設）
小 701 食堂，レストラン 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○農6
小 701 食堂，レストラン 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6 その他食堂・レストラン除く
小 701 食堂，レストラン 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
小 701 食堂，レストラン 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
小 701 食堂，レストラン 食品ロス統計調査（外食産業調

査）
農林水産省 ５年 ○農15

小 701 食堂，レストラン 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 701 食堂，レストラン 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 702 そば・うどん店 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○農6
小 702 そば・うどん店 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 703 すし店 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○農6
小 703 すし店 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
小 703 すし店 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
小 703 すし店 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 703 すし店 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 704 喫茶店 商業・サービス業設備投資動向
調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 709 その他の一般飲食店 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 709 その他の一般飲食店 食品流通構造調査（青果物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○農6
小 709 その他の一般飲食店 食品流通構造調査（畜産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
小 709 その他の一般飲食店 食品流通構造調査（水産物調 農林水産省 3年 ○ ○ ○ ○農6
小 709 その他の一般飲食店 食品産業活動実態調査 農林水産省 年,3年 ○ ○ ○ ○
小 709 その他の一般飲食店 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 71 遊興飲食店 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 71 遊興飲食店 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
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中 71 遊興飲食店 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 711 料亭 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○

総
11

711 料亭 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

小 713 酒場，ビヤホール 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 72 宿泊業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 72 宿泊業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 72 宿泊業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 72 宿泊業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 72 宿泊業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 72 宿泊業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 721 旅館，ホテル 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 721 旅館，ホテル 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 721 旅館，ホテル 食品循環資源の再生利用等実態
調査

農林水産省 年 ○ ○ ○農16

小 721 旅館，ホテル 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経5
小 721 旅館，ホテル 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 721 旅館，ホテル 宿泊旅行統計調査 国土交通省 四半期 ○ ○ ○国45 ○ ○
国
55

従業員数10人以上の事業所
について調査

小 722 簡易宿所 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 体育施設調査（山小屋）
小 722 簡易宿所 食品循環資源の再生利用等実態

調査
農林水産省 年 ○ ○ ○農16

小 722 簡易宿所 宿泊旅行統計調査 国土交通省 四半期 ○ ○ ○国45 ○ ○
国
55

従業者数10人以上の事業所
について調査

小 729 その他の宿泊業 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 体育施設調査（キャンプ場）
小 729 その他の宿泊業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 リゾートクラブのみ対象
小 729 その他の宿泊業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

大 N 医療，福祉 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 N 医療・福祉 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 N 医療，福祉 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 N 医療，福祉 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 N 医療，福祉 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 N 医療，福祉 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 N 医療・福祉 企業行動に関するアンケート調

査
内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調

査事項を設定
大 N 医療・福祉 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○ ○財6
大 N 医療・福祉 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 N 医療，福祉 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 N 医療，福祉 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

大 N 医療，福祉 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 N 医療，福祉 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 N 医療，福祉 就業形態の多様化に関する総合
実態調査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 N 医療・福祉 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 N 医療・福祉 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 N 医療・福祉 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 N 医療・福祉 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 N 医療・福祉 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 N 医療，福祉 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 N 医療，福祉 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 N 医療，福祉 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 N 医療，福祉 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 N 医療，福祉 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 N 医療，福祉 技術革新と労働に関する実態調

査
厚生労働省 5年 ○厚21

○厚8
○ ○ ○ ○ ○厚22

大 N 医療，福祉 最低賃金に関する実態調査（賃
金改定状況調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○厚31 ○厚59

大 N 医療，福祉 最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○

大 N 医療，福祉 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 N 医療，福祉 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

15
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大 N 医療，福祉 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 N 医療，福祉 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 N 医療，福祉 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 N 医療，福祉 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 N 医療，福祉 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 N 医療，福祉 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 N 医療，福祉 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 N 医療，福祉 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 N 医療，福祉 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 N 医療，福祉 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 73 医療業 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 73 医療業 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、

○人5
 ○ ○人2 ○人6

中 73 医療業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 73 医療業 情報処理実態調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経79 △ ○経80 ○ ○経81 △ △ 国、公立を除く
中 73 医療業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 731 病院 病院経営収支調査 厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 731 病院 医薬品価格調査 厚生労働省 2年 ○厚26
小 731 病院 特定保険医療材料価格調査 厚生労働省 2年 ○厚28
小 731 病院 医療経済実態調査 厚生労働省 2年 ○ ○ ○ ○ ○厚37 ○ ○ ○ ○ ○厚39 ○厚

42、○
厚43

○ ○ ○ ○ ○厚44 ○ ○ ○厚45 ○ ○厚48 ○厚52 ○厚62

小 732 一般診療所 医薬品価格調査 厚生労働省 2年 ○厚26
小 732 一般診療所 特定保険医療材料価格調査 厚生労働省 2年 ○厚28
小 732 一般診療所 医療経済実態調査 厚生労働省 2年 ○ ○ ○ ○ ○厚38 ○ ○ ○厚40

○厚41
○厚43 ○ ○ ○ ○ ○厚44 ○ ○ ○厚46 ○ ○厚49 ○厚52 ○

厚
61

○厚62
○厚63

小 733 歯科診療所 特定保険医療材料価格調査 厚生労働省 2年 ○厚28
小 733 歯科診療所 医療経済実態調査 厚生労働省 2年 ○ ○ ○ ○ ○厚38 ○ ○ ○厚40

○厚41
○厚43 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚46 ○ ○厚50 ○厚52 ○

厚
61

○厚62
○厚63

小 734 助産・看護業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

小 734 助産・看護業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 735 療術業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 736 医療に付帯するサービス
業

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

小 736 医療に附帯するサービス
業

特定保険医療材料価格調査 厚生労働省 2年 ○厚28

小 736 医療に附帯するサービス
業

生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 736 医療に附帯するサービス
業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 74 保健衛生 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 74 保健衛生 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 742 健康相談施設 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 742 健康相談施設 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 742 健康相談施設 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 749 その他の保健衛生 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 749 その他の保健衛生 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 75 社会保険・社会福祉・介

護事業
民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4

中 75 社会保険・社会福祉・介
護事業

職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 75 社会保険・社会福祉・介
護事業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 75 社会保険・社会福祉・介
護事業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 751 社会保険事業団体 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 751 社会保険事業団体 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 751 社会保険事業団体 連合会を組織する共済組合にお
ける医療状況実態統計調査

財務省 年 ○財5

小 751 社会保険事業団体 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 753 児童福祉事業 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 753 児童福祉事業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 753 児童福祉事業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 754 老人福祉・介護事業（訪

問介護事業を除く）
全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調

査
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収
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町
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の
他

備
考

小 754 老人福祉・介護事業（訪
問介護事業を除く）

民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5

小 754 老人福祉・介護事業（訪
問介護事業を除く）

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

小 754 老人福祉・介護事業（訪
問介護事業を除く）

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

小 755 障害者福祉事業 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 755 障害者福祉事業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

小 755 障害者福祉事業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3
小 759 その他の社会保険・社会

福祉・介護事業
全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調

査
小 759 その他の社会保険・社会

福祉・介護事業
民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5

小 759 その他の社会保険・社会
福祉・介護事業

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

小 759 その他の社会保険・社会
福祉・介護事業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

大 O 教育，学習支援業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 O 教育，学習支援業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 O 教育，学習支援業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 O 教育，学習支援業 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
大 O 教育，学習支援業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 O 教育、学習支援業 企業行動に関するアンケート調

査
内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調

査事項を設定
大 O 教育，学習支援業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 O 教育，学習支援業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 O 教育，学習支援業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体

となって行っている。
大 O 教育，学習支援業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○

厚
57

○

大 O 教育，学習支援業 就業形態の多様化に関する総合
実態調査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 O 教育，学習支援業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 O 教育，学習支援業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 O 教育，学習支援業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 O 教育，学習支援業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 O 教育，学習支援業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 O 教育，学習支援業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 O 教育，学習支援業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 O 教育，学習支援業 賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 O 教育，学習支援業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 O 教育，学習支援業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 O 教育，学習支援業 技術革新と労働に関する実態調

査
厚生労働省 5年 ○厚21

○厚8
○ ○ ○ ○ ○厚22

大 O 教育，学習支援業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 O 教育，学習支援業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 O 教育，学習支援業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

大 O 教育，学習支援業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 O 教育，学習支援業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 O 教育，学習支援業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 O 教育，学習支援業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 O 教育，学習支援業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 O 教育，学習支援業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 O 教育，学習支援業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 O 教育，学習支援業 情報処理実態調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経79 △ ○経80 ○ ○経81 ○ ○ 国、公立を除く
大 O 教育，学習支援業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経

89
○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88

経94
大 O 教育，学習支援業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 76 学校教育 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 76 学校教育 学校基本調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △文1 △ △文2 △文3 △文4 ○△文5 ○ ○文32
中 76 学校教育 学校教員統計調査 文部科学省 3年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○文6 ○文7 ○
中 76 学校教育 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
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中 76 学校教育 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 76 学校教育 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 761 小学校 学校保健統計調査 文部科学省 年 ○ 児童・生徒及び幼児の発育

及び健康状態を明らかにす
る調査

小 761 小学校 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 761 小学校 子どもの学習費調査 文部科学省 2年 ○文10 ○文35 公立・私立のみ対象
小 761 小学校 教育職員に係る係争中の争訟事

件等の係属状況等の調査
文部科学省 年 ○文11 ○文12 ○ ○文32

小 761 小学校 教職員の組織する教職員団体の
実態調査

文部科学省 年 ○文13 ○文13

小 761 小学校 児童生徒の問題行動等生徒指導
上の問題に関する調査

文部科学省 年 ○文14 ○

小 761 小学校 日本語指導が必要な外国人児童
生徒の受入れ状況等に関する調
査

文部科学省 年 ○文17 ○

小 761 小学校 公立学校施設実態調査 文部科学省 年 ○文18 △ ○文34
小 761 小学校 学校における教育の情報化等の

実態に関する調査
文部科学省 年 ○文19 ○ ○ ○文33

小 761 小学校 学校給食実施状況等調査 文部科学省 年 ○文20 ○ ○ ○ ○ ○ ○文23 ○ ○
小 761 小学校 学校給食栄養報告 文部科学省 年 ○文21
小 762 中学校 学校保健統計調査 文部科学省 年 ○ 児童・生徒及び幼児の発育

及び健康状態を明らかにす
る調査

小 762 中学校 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文８ ○文9 ○ 公立のみ対象
小 762 中学校 子どもの学習費調査 文部科学省 2年 ○文10 ○文35 公立、私立のみ対象
小 762 中学校 教育職員に係る係争中の争訟事

件等の係属状況等の調査
文部科学省 年 ○文11 ○文12 ○ ○文32

小 762 中学校 教職員の組織する教職員団体の
実態調査

文部科学省 年 ○文13 ○文13

小 762 中学校 児童生徒の問題行動等生徒指導
上の問題に関する調査

文部科学省 年 ○文14 ○

小 762 中学校 日本語指導が必要な外国人児童
生徒の受入れ状況等に関する調
査

文部科学省 年 ○文17 ○

小 762 中学校 公立学校施設実態調査 文部科学省 年 ○文18 △ ○文34
小 762 中学校 学校における教育の情報化等の

実態に関する調査
文部科学省 年 ○文19 ○ ○ ○文33

小 762 中学校 学校給食実施状況等調査 文部科学省 年 ○文20 ○ ○ ○ ○ ○ ○文23 ○ ○
小 762 中学校 学校給食栄養報告 文部科学省 年 ○文21
小 763 高等学校，中等教育学校 学校保健統計調査 文部科学省 年 ○ 児童・生徒及び幼児の発育

及び健康状態を明らかにす
る調査

小 763 高等学校，中等教育学校 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 763 高等学校，中等教育学校 子どもの学習費調査 文部科学省 2年 ○文10 ○文35 公立、私立の全日制高等学

校のみ対象
小 763 高等学校，中等教育学校 教育職員に係る係争中の争訟事

件等の係属状況等の調査
文部科学省 年 ○文11 ○文12 ○ ○文32

小 763 高等学校，中等教育学校 教職員の組織する教職員団体の
実態調査

文部科学省 年 ○文13 ○文13

小 763 高等学校，中等教育学校 児童生徒の問題行動等生徒指導
上の問題に関する調査

文部科学省 年 ○文14 ○

小 763 高等学校，中等教育学校 高等学校卒業（予定）者の就職
（内定）状況に関する調査

文部科学省 年 ○文16 ○

小 763 高等学校，中等教育学校 日本語指導が必要な外国人児童
生徒の受入れ状況等に関する調
査

文部科学省 年 ○文17 ○

小 763 高等学校，中等教育学校 公立学校施設実態調査 文部科学省 年 ○文18 △ ○文34
小 763 高等学校，中等教育学校 学校における教育の情報化等の

実態に関する調査
文部科学省 年 ○文19 ○ ○ ○文33

小 763 高等学校，中等教育学校 学校給食実施状況等調査 文部科学省 年 ○文20 △ △ △ △ △ ○文23 △ ○
小 764 高等教育機関 学術情報基盤実態調査 文部科学省 年 ○ 文22○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○文28 ○ ○ ○ ○文26 ○文29
小 764 高等教育機関 地方教育費調査 文部科学省 年 △ ○文８ ○文９ ○ 公立の高等専門学校のみ対

象
小 764 高等教育機関 大学、短期大学、高等専門学校

及び専修学校卒業予定者の就職
内定状況の調査就職内定状況等
調査

文部科学省 年 ○文30

小 765 特殊教育諸学校 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 765 特殊教育諸学校 教育職員に係る係争中の争訟事

件等の係属状況等の調査
文部科学省 年 ○文11 ○文12 ○ ○文32

小 765 特殊教育諸学校 教職員の組織する教職員団体の
実態調査

文部科学省 年 ○文13 ○文13

小 765 特殊教育諸学校 児童生徒の問題行動等生徒指導
上の問題に関する調査

文部科学省 年 ○文14 ○

小 765 特殊教育諸学校 日本語指導が必要な外国人児童
生徒の受入れ状況等に関する調
査

文部科学省 年 ○文17 ○

小 765 特殊教育諸学校 公立学校施設実態調査 文部科学省 年 ○文18 △ ○文34
小 765 特殊教育諸学校 学校給食実施状況等調査 文部科学省 年 ○文20 ○ ○ ○ ○ ○ ○文23 ○ ○
小 765 特殊教育諸学校 学校給食栄養報告 文部科学省 年 ○文21
小 766 幼稚園 学校保健統計調査 文部科学省 年 ○ 児童・生徒及び幼児の発育

及び健康状態を明らかにす
る調査

小 766 幼稚園 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 766 幼稚園 子どもの学習費調査 文部科学省 2年 ○文10 ○文35 公立、私立のみ対象
小 766 幼稚園 教職員の組織する教職員団体の

実態調査
文部科学省 年 ○文13 ○文13

小 766 幼稚園 公立学校施設実態調査 文部科学省 年 ○文18 △ ○文34
小 767 専修学校，各種学校 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 767 専修学校，各種学校 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 767 専修学校，各種学校 大学、短期大学、高等専門学校

及び専修学校卒業予定者の就職
内定状況の調査就職内定状況等
調査

文部科学省 年 ○文30 専修学校のみ対象

小 767 専修学校，各種学校 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 767 専修学校，各種学校 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 767 専修学校，各種学校 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6
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・
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店

開
設
時
期

営
業
日
数
・
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間

兼
業
状
況

資
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金
・
出
資
金

親
会
社
・
子
会
社
・
関

連
会
社

そ
の
他

従
業
者
数
（
総
括
）

総
従
業
者
数

 
個
人
業
主

 
家
族
従
業
者

 
有
給
役
員

 
雇
用
者
数

　
　
常
用
雇
用
者
数

　
　
臨
時
・
日
雇
数

 
出
向
・
派
遣

 
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
与
（
総
括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー
ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

小 767 専修学校，各種学校 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 77 その他の教育，学習支援

業
サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 77 その他の教育，学習支援
業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 77 その他の教育，学習支援 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 77 その他の教育，学習支援

業
法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 77 その他の教育，学習支援
業

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 77 その他の教育，学習支援
業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 77 その他の教育，学習支援
業

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 771 社会教育 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ 公民館・図書館・博物館・青
少年教育施設・女性教育施
設・博物館類似施設・生涯
学習センター調査

小 771 社会教育 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○ ○内4 ○ ○内5
小 771 社会教育 地方教育費調査 文部科学省 年 ○ ○ ○ ○文8 ○文9 ○ 公立のみ対象
小 772 職業・教育支援施設 矯正統計調査 法務省 月,年 ○法1 ○法3 ○
小 772 職業・教育支援施設 少年矯正統計調査 法務省 月,年 ○法2 ○法4 ○
小 772 職業・教育支援施設 中小企業経営調査 経済産業省 年 △ △ △ ○経1 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経2 自動車教習所のみ
小 772 職業・教育支援施設 漁業センサス 農林水産省 5年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 水産大学校
小 773 学習塾 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 773 学習塾 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経50 ○ ○ ○経51

○経41
○ ○経40 ○経22 ○経41、売上高見通しにつ

いては、３,６,９,１２月のみ調
小 774 教養・技能教授業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 774 教養・技能教授業 社会教育調査 文部科学省 3年 △ △ △ △ △ △ ○ ○ 体育施設調査（フィットネスク

ラブ・柔道場・剣道場）
小 774 教養・技能教授業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経50 △ △ ○経51

○経41
△ ○経40 ○経52 ・7745外国会話教授業のみ

○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 774 教養・技能教授業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 △ △ ○経51
○経41

△ ○経40 ○経53 ・7749その他の教養・技能教
授業のうち、カルチャーセン
ター業務を営む事業所のみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 774 教養・技能教授業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 △ △ ○経41 △ ○経40 ○経54
○経47

・7747フィットネスクラブのみ
○経41、売上高見通しにつ
いては、３、６、９、12月のみ
調査

小 774 教養・技能教授業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 外国語会話教授業、ﾌｨｯﾄﾈｽ
ｸﾗﾌﾞ、その他の教養・技能教
授業のうちｶﾙﾁｬｰ教室のみ
対象

小 774 教養・技能教授業 経済産業省設備投資調査 経済産業省 年 △ △ △ △ △ ○経64 △ △ △ ○経65 フィットネスクラブのみ対象
小 774 教養・技能教授業 生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

大 P 複合サービス事業 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35
大 P 複合サービス事業 環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関

する取組や意識についての
大 P 複合サービス事業 大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○
大 P 複合サービス事業 通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △
大 P 複合サービス事業 民間企業投資・除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○
大 P 複合サービス事業 民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2
大 P 複合サービス事業 毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体

となって行っている。
大 P 複合サービス事業 雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○

厚
57

○

大 P 複合サービス事業 就業形態の多様化に関する総合
実態調査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 P 複合サービス事業 高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○
大 P 複合サービス事業 派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○

厚
58

大 P 複合サービス事業 企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 P 複合サービス事業 転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 P 複合サービス事業 パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 P 複合サービス事業 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 P 複合サービス事業 就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 P 複合サービス事業 労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 P 複合サービス事業 労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19
大 P 複合サービス事業 障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
大 P 複合サービス事業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,

○厚32
①

○ ○ ○厚6

大 P 複合サービス事業 法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 P 複合サービス事業 法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 P 複合サービス事業 企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○
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大 P 複合サービス事業 土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 P 複合サービス事業 北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
(国
46

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 P 複合サービス事業 海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 P 複合サービス事業 外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 P 複合サービス事業 知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 P 複合サービス事業 事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10
中 78 郵便局(別掲を除く) 産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5
中 78 郵便局(別掲を除く) 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事

業場排水を調査するもの
中 78 郵便局(別掲を除く) 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

中 78 郵便局(別掲を除く) エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 782 郵便局受託業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 782 郵便局受託業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 79 協同組合（他に分類され

ないもの）
産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5

中 79 協同組合（他に分類され
ないもの）

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

中 79 協同組合（他に分類され
ないもの）

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 79 協同組合（他に分類され
ないもの）

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 79 協同組合（他に分類され
ないもの）

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 79 協同組合（他に分類され
ないもの）

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

小 791 農林水産業協同組合 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 791 農林水産業協同組合 農業物価統計調査 農林水産省 月,年 ○農1
小 791 農林水産業協同組合 作物統計調査 農林水産省 年 ○農2
小 791 農林水産業協同組合 特定作物統計調査 農林水産省 年 ○農2
小 791 農林水産業協同組合 海面漁業生産統計調査 農林水産省 年 ○農3
小 791 農林水産業協同組合 内水面漁業生産統計調査 農林水産省 年 ○農3
小 791 農林水産業協同組合 青果物卸売市場調査 農林水産省 月 △ ○農9 調査上「卸売会社」としてお

り、「511農畜産物・水産物卸
売業」と同じ扱いで調査して
いる

小 791 農林水産業協同組合 畜産物流通統計調査 農林水産省 半年 ○農10 △
小 791 農林水産業協同組合 水産物流通調査 農林水産省 月,年,3

年
△ ○農12、

○農9
小 791 農林水産業協同組合 食品流通段階別価格形成調査 農林水産省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △農4,△

農7,△農
8,△農
10,△農

小 791 農林水産業協同組合 容器包装利用・製造等実態調査 農林水産省 年 ○ ○ ○ ○農18
小 791 農林水産業協同組合 農業協同組合及び同連合会一

斉調査
農林水産省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○農22 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○農23 △ △ △ ○農24 △ △

農
30

△

小 791 農林水産業協同組合 森林組合一斉調査 農林水産省 年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
小 791 農林水産業協同組合 都道府県知事認可漁業協同組

合の職員に関する一斉調査
農林水産省 2年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○農28 △ △ △ △

小 791 農林水産業協同組合 漁業センサス 農林水産省 5年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
農
30

△ 漁業協同組合

小 792 事業協同組合 民間非営利団体実態調査 内閣府 年 ○ ○ ○内1 ○ ○ ○ ○ ○ ○内2 ○内3 ○ ○ ○内4 ○ ○内5
大 Q サービス業（他に分類され

ないもの）
体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 6年 △ ○文24 ○ ○文35

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

民間企業の研究活動に関する調
査

文部科学省 年 ○文27 ○文25

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

企業行動に関するアンケート調
査

内閣府 年 ○ ○内6 毎年、特集テーマを決め調
査事項を設定

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

民間企業投資･除却調査 内閣府 年 ○ ○ ○ ○

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

環境にやさしい企業行動調査 環境省 年 ○ ○ ○ 企業における環境配慮に関
する取組や意識についての

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

大気汚染物質排出量総合調査 環境省 3年 ○環1 ○ ○

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

産業廃棄物排出・処理状況調査 環境省 年 ○環5

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

通信利用動向調査 総務省 年 △ △ △ △ △ △

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

民間給与実態統計調査 財務省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○財1 ○ ○ ○ ○財2

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

毎月勤労統計調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域表章は都道府県が主体
となって行っている。

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

雇用動向調査 厚生労働省 半年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1 ○
厚
57

○

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

就業形態の多様化に関する総合
実態調査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚5 ○ ○ ○厚30 ○ ○厚6 ○

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

高年齢者就業実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚6 ○

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

派遣労働者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○厚6 ○
厚
58

20



統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章

分
類

分
類
記
号

産
業
分
類
名

調
査
名

実
施
機
関

調
査
周
期

組
織
の
経
営
形
態

本
店
・
支
店

開
設
時
期

営
業
日
数
・
時
間

兼
業
状
況

資
本
金
・
出
資
金

親
会
社
・
子
会
社
・
関

連
会
社

そ
の
他

従
業
者
数
（
総
括
）

総
従
業
者
数

 
個
人
業
主

 
家
族
従
業
者

 
有
給
役
員

 
雇
用
者
数

　
　
常
用
雇
用
者
数

　
　
臨
時
・
日
雇
数

 
出
向
・
派
遣

 
受
入
数

男
女
別

年
齢
別

求
人
数
・
就
職
者
数

退
職
者
数

そ
の
他

給
与
（
総
括
）

給
与
総
額

現
金
給
与
総
額

賞
与
・
期
末
手
当

福
利
厚
生
費

そ
の
他

労
働
日
数
・
休
暇

雇
用
保
険
制
度

定
年
制
度

労
働
時
間

そ
の
他

資
産
・
負
債
額

在
庫
額

有
形
固
定
資
産
額

無
形
固
定
資
産
額

借
入
金

そ
の
他

売
上
高
・
収
入
額

売
上
原
価

営
業
費
用

リ
ー
ス
料

そ
の
他

各
種
設
備

設
備
投
資
額

そ
の
他

電
子
商
取
引

そ
の
他

ブ
ロ
ッ
ク
別

都
道
府
県
別

市
町
村
別

そ
の
他

備
考

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

企業における若年者雇用実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚1、
○厚55

○厚6

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

転職者実態調査 厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚
29,○

○

大 Ｑ サービス業（他に分類され
ないもの）

パートタイム労働者総合実態調
査

厚生労働省 不定期 ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○ ○厚30 ○ ○ ○ ○厚6,
○厚11

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

賃金構造基本統計調査 厚生労働省 年 ○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○厚9 ○ ○ ○ ○厚10 ○ ○ ○厚11

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

就労条件総合調査 厚生労働省 年(項目
はﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ)

○厚7
○厚8

○ ○ ○ ○
20
年

○ ○ ○ ○ ○厚13 ○ ○ ○ ○厚
14,○
厚15

労働費用については18年調
査で把握(ﾛｰﾃｰｼｮﾝ)

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）、94外国公務を
除く

賃金引上げ等の実態に関する調
査

厚生労働省 年 ○厚7 ○ ○ ○ ○厚15

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

労使関係総合調査 厚生労働省 年(基礎
調査)､5
年(実態
調査)

○厚16
○厚8
○厚18
②

○ ○厚17 ○厚18
①

厚18②は労使コミュニケー
ション調査を除く

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

労働争議調査 厚生労働省 月 ○ ○ ○ ○厚19

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

技術革新と労働に関する実態調
査

厚生労働省 5年 ○厚21
○厚8

○ ○ ○ ○ ○厚22

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

最低賃金に関する実態調査（賃
金改定状況調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○厚31 ○厚59

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

最低賃金に関する実態調査（最
低賃金に関する基礎調査）

厚生労働省 年 ○ ○ ○ ○ ○厚29 ○厚30 ○ ○ ○

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

障害者雇用実態調査 厚生労働省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

法人土地基本調査 国土交通省 5年 ○ ○ ○ ○ ○国8 ○
国
47

○ ○
国
54

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

法人建物調査 国土交通省 5年 ○ ○国9 ○
国
47

○ ○
国
54

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

企業の土地取得状況等に関する
調査

国土交通省 年 ○ ○ ○ ○ ○国10 ○
国
48

○

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

土地の保有移動調査 国土交通省 年 ○ ○ ○国11 ○
国
48

○ ○国49

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

北海道法人企業投資状況調査 国土交通省 年 ○国40 ○国41 ○
（
国

・調査対象は北海道内に本・
支店をおく民間法人

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

海外事業活動基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経
31、経
32

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経
97,経
98

○ ○経99 ○経100

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

外資系企業動向調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経25 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
経
27

○ ○ ○経28 ○ ○ ○ ○ ○経29 ○ ○経30

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

知的財産活動調査 経済産業省 年 ○ ○ ○経
89

○経90 ○ ○ ○経91 ○経92 ○ ○経93 ○経88
経94

大 Q サービス業（他に分類され
ないもの）

事業所・企業統計調査 総務省 5年(※) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総10 中分類８３－その他の生活
関連サービス業（小分類番
号８３２　家事サービス業に
限る。）及び中分類９４－外
国公務に属する事業所を除

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
総
12

○総13

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

法人企業景気予測調査 内閣府・財
務省

四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積

中 80 専門サービス業（他に分
類されないもの）

中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○
経
10

○
経
10

小 801 法律事務所，特許事務所 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 803 公認会計士事務所,税理

士事務所
生産・出荷集中度調査 公正取引委

員会
2年 △

小 805 土木建築サービス業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 806 デザイン・機械設計業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 806 デザイン・機械設計業 特定サービス産業実態調査（平

成19年）
経済産業省 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 政令指定都市表章あり

小 807 著述・芸術家業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 808 写真業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
小 808 写真業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 809 その他の専門サービス業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 809 その他の専門サービス業 特定サービス産業動態統計調査 経済産業省 月 ○経36 △ △ ○経37 △ ○経40 ・8099他に分類されない専

門サービス業のうち、エンジ
ニアリング業務を営む企業の
み
○経40については、３、６、
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統　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　マ         ッ　　　　プ  (サービス分野）
基本属性 従業者数 労働費用 労働制度 資産・負債 損益 設備 その他 地域表章
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小 809 その他の専門サービス業 経済産業省企業活動基本調査 経済産業省 年 △ △ △ △ ○経55 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○経56 △ △ ○経57 他に分類されない専門サー
ビス業のうちｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ業
のみ対象

中 81 学術・開発研究機関 民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4
中 81 学術・開発研究機関 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 81 学術・開発研究機関 職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 81 学術・開発研究機関 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 81 学術・開発研究機関 科学技術研究調査 総務省 年 ○ ○ ○ ○ ○総7 ○ ○総8 ○ ○ ○総9
中 81 学術・開発研究機関 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 81 学術・開発研究機関 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 81 学術・開発研究機関 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 81 学術・開発研究機関 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 81 学術・開発研究機関 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
中 81 学術・開発研究機関 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、

○国5
名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 81 学術・開発研究機関 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
小 811 自然科学研究所 農林水産関係試験研究機関基

礎調査
農林水産省 年 △ △ △ △ △ △ ○農25 ○農26 ○農27 △

小 811 自然科学研究所 漁業センサス 農林水産省 5年 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 水産研究所、養殖研究所
中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 サービス業基本調査 総務省 5年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総
12

○総13

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 個人企業経済調査 総務省 四半期 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総2 ○
総
11

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 個人企業経済調査 総務省 年 ○ ○ ○総3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○総4 ○ ○ ○総5 ○ ○ ○ ○総1 ○ ○総6 ○
総
11

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 法人企業統計調査 財務省 年 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 法人企業景気予測調査 内閣府・財

務省
四半期 ○ ○財4 ○ ○ ○財6

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 雇用均等基本調査 厚生労働省 年 ○厚7,
○厚32
①

○ ○ ○厚6

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 中京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○国6、
○国5

名古屋市を中心とする中京
都市圏内に立地する事業所
について、サンプル調査

中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 エネルギー消費統計調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ 設備（その他）延べ床面積
中 82 洗濯・理容・美容・浴場業 中小企業実態基本調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経85 ○ ○ ○ ○経86 ○ ○経87 ○ ○

経
10

○
経
10

小 821 洗濯業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 821 洗濯業 労働災害動向調査 厚生労働省 半年(甲

調査)､年
(乙調査)

○厚8 ○ ○ ○ ○ ○厚20 ○

小 821 洗濯業 賃金事情等総合調査 中央労働委
員会事務局

年 ○厚54 ○ ○ ○ ○ ○厚55 ○ ○ ○ ○厚56 ○ ○ ○ 労働制度についてはロー
テーションで調査

小 821 洗濯業 生産・出荷集中度調査 公正取引委
員会

2年 △

小 821 洗濯業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 821 洗濯業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経6
小 821 洗濯業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 822 理容業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 822 理容業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○経6
小 822 理容業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 823 美容業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 823 美容業 東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○
小 823 美容業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 824 公衆浴場業 労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4
小 824 公衆浴場業 中小企業経営調査 経済産業省 年 ○ ○ ○ ○経1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
小 824 公衆浴場業 商業・サービス業設備投資動向

調査
（中小企業対象）

経済産業省 半年 ○経36
○経75
○経77
○経78

○ ○ ○ ○経69 ○ ○経70 ○ ○経71

小 829 その他の洗濯・理容・美
容・浴場業

労働経済動向調査 厚生労働省 四半期 ○ ○ ○厚2 ○厚3 ○厚4

小 829 その他の洗濯・理容・美
容・浴場業

東京都市圏物資流動調査 国土交通省 10年 ○ ○ ○ ○国1 ○ ○国2 ○国3 ○ ○

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

全国企業短期経済観測調査 日本銀行 四半期 ○ ○日6 ○ ○日1 ○日2 ○日3 ○日4 ○ ○ ○日5 ○ ○日8 ○ ○日10 以上の他に「判断項目」も調
査

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

民間企業の勤務条件制度等調査 人事院 年 ○人3 ○人5 ○ ○ ○ ○人4

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

職種別民間給与実態調査 人事院 年  ○ ○人3 ○人1、
○人5

 ○ ○人2 ○人6

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

水質汚濁物質排出量総合調査 環境省 年 ○環2 ○環3 ○環4 ※本調査の趣旨は工場・事
業場排水を調査するもの

中 83 その他の生活関連サービ
ス業

法人企業統計調査 財務省 四半期 ○ ○ ○財4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22




